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１．平成28年３月期第２四半期の連結業績（平成27年４月１日～平成27年９月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属 
する四半期純利益 

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

28年３月期第２四半期 1,279,683 △3.6 △25,161 ― △38,659 ― △83,610 ― 
27年３月期第２四半期 1,327,670 △1.1 29,221 △13.6 10,786 231.0 4,742 ― 

(注) 包括利益 28年３月期第２四半期 △86,792百万円( ― ％) 27年３月期第２四半期 33,463百万円( 427.1％)

１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
四半期純利益 

円 銭 円 銭

28年３月期第２四半期 △50.54 ― 
27年３月期第２四半期 2.80 ― 

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 

百万円 百万円 ％ 

28年３月期第２四半期 1,787,058 180,953 9.4 
27年３月期 1,961,909 44,515 1.5 

(参考) 自己資本 28年３月期第２四半期 168,353百万円  27年３月期 30,166百万円 

２．配当の状況

年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

27年３月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 

28年３月期 ― 0.00

28年３月期(予想)     ― 0.00 0.00 

(注)1  直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無 

(注)2 上記「配当の状況」は、普通株式に係る配当の状況です。当社が発行する普通株式と権利関係の異なる種類株式
（非上場）の配当の状況については、後述する「（参考）種類株式の配当の状況」をご覧ください。 

３．平成28年３月期の連結業績予想（平成27年４月１日～平成28年３月31日） 

売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属 
する当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 2,700,000 △3.1 10,000 ― ― ― ― ― ― 

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無 

経常利益、親会社株主に帰属する当期純利益、1株当たり当期純利益については、現在推進あるいは検討中の構造改革
が具現化し、合理的な算定が可能となった時点で公表する予定です。 



  

  
  

  
  

  
  

  
  

  

※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動(連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 有 
 

  
 

新規 ― 社 （社名）   、 除外 1社 （社名） 夏普科技（無錫）有限公司
 

  
 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無 
 

  
 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有 

② ①以外の会計方針の変更 ： 無 

③ 会計上の見積りの変更 ： 無 

④ 修正再表示 ： 無 
 

  
 

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 28年３月期２Ｑ 1,701,214,887株 27年３月期 1,701,214,887株 

② 期末自己株式数 28年３月期２Ｑ 10,513,013株 27年３月期 10,480,945株 

③ 期中平均株式数（四半期累計） 28年３月期２Ｑ 1,690,711,110株 27年３月期２Ｑ 1,690,757,415株 
 

  
 

※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 

この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、 

金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了しておりません。 

  
 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 

  １．本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定 

      の前提に基づいており、当社としてその実現を約束する趣旨のものではありません。実際の業績等は様々な要因により大きく 

      異なる可能性があります。業績予想の前提条件その他の関連する事項につきましては、添付資料Ｐ．３「１．当四半期決算に 

      関する定性的情報(３)連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

  ２．当社は平成27年10月30日(金)に四半期決算説明会を開催する予定です。この説明会で配布する四半期決算説明資料については、 

      開催後速やかに当社ホームページに掲載する予定です。 
 



（参考）種類株式の配当の状況 

 普通株式と権利関係の異なる種類株式に係る１株当たり配当金の内訳は以下のとおりであります。 

  

(注）現時点において、平成28年３月期の１株当たり配当金は未定です。 

 

Ａ種種類株式 
年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

 27年３月期 ― ― ― ― ― 

 28年３月期 ― 0.00       

 28年３月期(予想)     ― ― ― 
 

Ｂ種種類株式 
年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

 27年３月期 ― ― ― ― ― 

 28年３月期 ― 0.00       

 28年３月期(予想)     ― ― ― 
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１．当四半期決算に関する定性的情報 

  

（１）連結経営成績に関する定性的情報 

当第２四半期連結累計期間における我が国経済は、輸出や鉱工業生産が横ばいとなったもの

の、個人消費が底堅く、雇用情勢も改善傾向にあるなど、緩やかな回復を続けました。また、

海外も、中国の経済成長は減速したものの、米国経済は回復が続き、ユーロ圏の景気が持ち直

すなど、総じて底堅く推移しました。 

こうした中、当社グループでは、液晶テレビ「AQUOS 4K NEXT※１」や電気無水鍋「ヘルシオ

ホットクック※２」、IGZO 液晶ディスプレイ※３、照明用電力の削減が可能となる採光フィルム
※４など、独自商品・特長デバイスの創出と販売強化に努めました。また、インセル型液晶タッ

チディスプレイ※５の量産も開始しました。さらに、安定した経営基盤の早期確立に向け、

「2015～2017年度 中期経営計画」の３つの重点戦略である①事業ポートフォリオの再構築、

②固定費削減の断行、③組織・ガバナンスの再編・強化に取り組みました。 

しかしながら、当第２四半期連結累計期間の業績は、コンシューマーエレクトロニクス、エ

ネルギーソリューション、ディスプレイデバイスの売上が減少したことなどにより、売上高が1

兆2,796億円（前年同期比3.6％減）となりました。また、ディスプレイデバイスの業績悪化な

どにより、営業損益は251億円の損失（前年同期は292億円の営業利益）、経常損益が386億円の

損失（前年同期は107億円の経常利益）、親会社株主に帰属する四半期純損益が836億円の損失

（前年同期は47億円の親会社株主に帰属する四半期純利益）となりました。 

なお、資金面では、総額2,250億円の優先株を発行し、中期経営計画の遂行を支える資本の増

強と成長分野への投資資金の調達を行いました。 

  

当第２四半期連結累計期間の各部門の状況は、概ね次のとおりです。なお、第１四半期連結

会計期間より、参考情報として記載している部門別内訳を以下の５部門に変更しています。 

  

プロダクトビジネス 

コンシューマーエレクトロニクス部門では、液晶テレビやタブレット、空気清浄機などの販

売が減少したことから、売上高が前年同期比11.9％減の4,355億円となりました。 

エネルギーソリューション部門は、太陽電池の販売が減少したことから、売上高が前年同期

比44.9％減の787億円となりました。 

また、ビジネスソリューション部門については、価格下落の影響はあったものの、海外で複

合機の販売が伸長したことから、売上高が前年同期比3.8％増の1,723億円となりました。 

これらの結果、プロダクトビジネスの売上高は、前年同期比14.5％減の6,866億円となりまし

た。 

  

デバイスビジネス 

電子デバイス部門では、カメラモジュールが伸長したことなどから、売上高が前年同期比

70.4％増の2,345億円となりました。 

ディスプレイデバイス部門では、大型液晶は伸長したものの、中国スマートフォン向けなど

の中小型液晶の販売が減少し、売上高が前年同期比7.3％減の3,585億円となりました。 

これらの結果、デバイスビジネスの売上高は、前年同期比13.1％増の5,930億円となりまし

た。 
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（２）連結財政状態に関する定性的情報 

当第２四半期連結会計期間末の財政状態は、資産合計が、前連結会計年度末に比べ1,748億円

減の1兆7,870億円となりました。これは、現金及び預金や受取手形及び売掛金、たな卸資産が

減少したことなどによるものです。一方、負債合計は、短期借入金や支払手形及び買掛金が減

少したことなどから、前連結会計年度末に比べ3,112億円減の1兆6,061億円となりました。ま

た、純資産合計は、優先株の発行により、前連結会計年度末に比べ1,364億円増の1,809億円と

なりました。 

キャッシュ・フローの状況については、営業活動による資金の減少が591億円、投資活動によ

る資金の減少が281億円、財務活動の結果、増加した資金は99億円となり、その結果、現金及び

現金同等物の四半期末残高は、前連結会計年度末に比べ821億円減少の1,500億円となりまし

た。 

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

今後の見通しでありますが、国内経済は、雇用環境の改善に加え、各種経済対策による下支

え効果も見込まれることから、緩やかな回復が続くと思われます。海外は、中国経済の先行き

や米国の金融政策、中東・ギリシャ情勢や原油をはじめとする資源価格の動向などに留意する

必要はありますが、全体としては、底堅い推移が期待されます。 

こうした状況の下、当社グループでは、「抜本的構造改革の断行による安定的収益基盤の構

築」を図り、中期経営計画に基づく重点戦略を全社あげて実行しています。しかし、誠に遺憾

ながら、ディスプレイデバイスを中心に、急激な事業環境の変化への対応が遅れ、業績の悪化

が見込まれることとなりました。ディスプレイデバイスについては、売上変動リスクの低減を

めざし抜本的な構造改革を推進してまいります。あわせて、10月１日に導入したカンパニー制

の下、全社をあげて、諸経費の徹底削減を行うとともに、事業ポートフォリオの再構築を加速

させ、全社業績の向上に努めてまいります。 

  

現時点における平成28年３月期の業績予想は、次のとおりであり、平成27年10月26日に公表

した業績予想に変更はありません。 

  
(増減率は、対前期増減率を示す) 

  

平成28年３月期（平成27年度）下期の為替レートは、1ドル120円を前提としております。 

「経常利益」、「親会社株主に帰属する当期純利益」の業績見通しについては、現在推進あるいは検討中の

構造改革が具現化し、合理的な算定が可能となった時点で公表する予定です。 

  

 

  通期見通し 

    増減率 

売上高 

営業利益 

2兆7,000億円

100億円

△3.1％ 

－ 
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※ P.3の業績予想は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づ

いており、当社としてその実現を約束する趣旨のものではありません。実際の業績等は様々な

要因により大きく異なることがあります。実際の業績等に影響を与える可能性のある重要な要

因には、以下の事項がありますが、これらに限定されるものではありません。 

※１ 4原色技術を用い8K解像度を実現した4K液晶テレビ。詳細につきましては、2015年５月21日公表の

「『AQUOS 4K NEXT』＜80V型:LC-80XU30＞を発売」をご覧ください。 

http://www.sharp.co.jp/corporate/news/150521-a.html 

※２ 業界で初めて、水を使わず、火を使わず、健康的な「無水調理」が手軽にできる電気無水鍋。詳細につ

きましては、2015年９月17日公表の「業界初 電気無水鍋「ヘルシオ ホットクック」を発売」をご覧

ください。 

http://www.sharp.co.jp/corporate/news/150917-a.html 

※３ 透明な酸化物半導体を採用したディスプレイ。詳細につきましては、下記URLをご覧ください。 

http://www.sharp.co.jp/igzo/ 

※４ 液晶ディスプレイの開発で培った光学制御技術を応用した採光フィルム。詳細につきましては、2015年

６月２日公表の「液晶ディスプレイの技術開発で培った光学制御技術を応用した「採光フィルム」を

開発」をご覧ください。 

http://www.sharp.co.jp/corporate/news/150602-b.html 

※５ タッチセンサー部の機能を内蔵した液晶ディスプレイ。詳細につきましては、2015年６月17日公表の

「スマートフォン向けインセル型液晶タッチディスプレイを量産開始」をご覧ください。 

http://www.sharp.co.jp/corporate/news/150617-a.html 

・当社グループの事業領域を取り巻く経済情勢の著しい変化 

・製品やサービスの需要動向の変化や価格競争の激化 

・為替相場の変動（特に、米ドル、ユーロ、その他の通貨と円との為替相場） 

・諸外国における貿易規制などの各種規制 

・他社との提携、アライアンスの推進状況 

・当社グループに対する訴訟その他法的手続き 

・製品やサービスについての急速な技術革新          など 

シャープ株式会社 （6753） 平成28年3月期　第2四半期決算短信

－ 4 －



２．サマリー情報(注記事項)に関する事項 

  

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

  

  当社の連結子会社であった夏普科技（無錫）有限公司は、平成27年８月26日に清算が完了した

ため、当第２四半期連結会計期間より連結子会社の範囲から除外しております。 

  
（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

  

  該当事項はありません。 

  

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

  

(会計方針の変更) 

「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会

計基準」という。)、「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成25年９月

13日。以下「連結会計基準」という。)及び「事業分離等に関する会計基準」(企業会計基準第

７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。)等を第１四半期連結会計期間

から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余

金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法

に変更しました。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、

暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会

計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更します。加えて、四半期純利益等の表示

の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変

更を反映させるため、前第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結

財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。 

当第２四半期連結累計期間の四半期連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結範囲の

変動を伴わない子会社株式の取得又は売却に係るキャッシュ・フローについては、「財務活動

によるキャッシュ・フロー」の区分に記載し、連結範囲の変動を伴う子会社株式の取得関連費

用もしくは連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取得又は売却に関連して生じた費用に係る

キャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載しております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58-２項(４)、連結会計基準第

44-５項(４)及び事業分離等会計基準第57-４項(４)に定める経過的な取扱いに従っており、第

１四半期連結会計期間の期首時点から将来にわたって適用しております。 

なお、当第２四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありませ

ん。 
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３．継続企業の前提に関する重要事象等 

  

当社グループは、前連結会計年度において、多額の営業損失、親会社株主に帰属する当期純損失

を計上し、中期経営計画の達成が困難な状況になるとともに、連結純資産が著しく減少し、シンジ

ケートローン契約の財務制限条項に抵触する水準となりました。 

このような事態を受け、平成27年５月14日に「抜本的構造改革の断行による安定的収益基盤の構

築」を図る企業戦略として、新たな「2015～2017年度 中期経営計画」を策定しました。その後、第

121期定時株主総会での議案の承認や金融機関等調整に関する同意書の取得を経て、平成27年６月30

日に㈱みずほ銀行及び㈱三菱東京ＵＦＪ銀行に対して総額2,000億円の優先株を発行し、毀損した資

本を増強するとともに、ジャパン・インダストリアル・ソリューションズ㈱が運用するジャパン・

インダストリアル・ソリューションズ第壱号投資事業有限責任組合に対して250億円の優先株を発行

し、投資資金の調達を行いました。この結果、連結純資産は、シンジケートローン契約の財務制限

条項に抵触しない水準となりました。 

しかしながら、当第２四半期連結累計期間において、引き続き営業損失、親会社株主に帰属する

四半期純損失を計上し、重要な営業キャッシュ・フローのマイナスとなりました。また当該シンジ

ケートローン契約の契約期限は平成28年３月末に、第25回無担保社債の償還期限は平成28年９月16

日に到来します。こうした状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような事

象又は状況が存在しております。 

これらの事象又は状況に対応すべく、当社グループでは、①事業ポートフォリオの再構築、②固

定費削減の断行、③組織・ガバナンスの再編・強化を３つの重点戦略とした新たな中期経営計画を

実行しております。 

事業ポートフォリオの再構築では、中国のHisenseグループと米州液晶テレビ事業に関するアライ

アンス契約を締結いたしました。これにより、メキシコの生産拠点を同グループに売却するととも

に、ブランドライセンスビジネスへ移行します。 

固定費削減の断行では、国内において希望退職を実施したほか、海外でも人員削減に着手いたし

ました。緊急人件費対策として給与削減、賞与カットの実施のほか、福利厚生や諸手当の見直しも

行っております。 

組織・ガバナンスの再編・強化では、平成27年10月１日にカンパニー制を導入し、５つの事業体

を母体に、５つのカンパニーに再編いたしました。各カンパニーは、開発から生産、販売までの一

貫体制を構築し、財務三表に基づく自律経営を行い、収益基盤の強化を図ってまいります。 

資金面においては、主たる金融機関から、新たな中期経営計画中の支援継続の同意を得られてお

り、資産の売却などにより、必要な資金を確保できる見込みです。 

これらの諸施策により、資金不足となるリスクを回避するとともに、継続的な支援のもと、新た

な中期経営計画の具体的な対応策を推進していることにより、継続企業の前提に関する重要な不確

実性は認められないことから、P.12の(4)の「継続企業の前提に関する注記」には該当しておりませ

ん。 
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４．四半期連結財務諸表 

（１）四半期連結貸借対照表 

  

 

                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成27年９月30日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 258,493 175,066 

    受取手形及び売掛金 414,014 382,489 

    たな卸資産 338,300 294,219 

    未収入金 195,711 195,010 

    その他 96,731 106,409 

    貸倒引当金 △4,054 △3,297 

    流動資産合計 1,299,195 1,149,896 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物及び構築物 658,741 660,440 

      機械装置及び運搬具 1,278,026 1,263,673 

      工具、器具及び備品 308,651 299,634 

      その他 172,616 148,332 

      減価償却累計額 △2,017,442 △1,994,884 

      有形固定資産合計 400,592 377,195 

    無形固定資産 42,484 42,293 

    投資その他の資産 219,555 217,603 

    固定資産合計 662,631 637,091 

  繰延資産 83 71 

  資産合計 1,961,909 1,787,058 

負債の部     

  流動負債     

    支払手形及び買掛金 334,545 302,767 

    電子記録債務 89,338 62,297 

    短期借入金 840,026 638,502 

    1年内償還予定の社債 － 20,450 

    賞与引当金 15,230 14,043 

    製品保証引当金 17,483 19,323 

    買付契約評価引当金 54,655 52,445 

    その他の引当金 18,094 16,282 

    その他 317,583 288,035 

    流動負債合計 1,686,954 1,414,144 

  固定負債     

    社債 60,000 40,000 

    長期借入金 53,470 40,413 

    引当金 610 493 

    退職給付に係る負債 85,277 81,814 

    その他 31,083 29,241 

    固定負債合計 230,440 191,961 

  負債合計 1,917,394 1,606,105 
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                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成27年９月30日) 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 121,885 500 

    資本剰余金 95,945 222,455 

    利益剰余金 △87,448 48,718 

    自己株式 △13,893 △13,896 

    株主資本合計 116,489 257,777 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 10,569 10,328 

    繰延ヘッジ損益 780 △1,072 

    為替換算調整勘定 △18,106 △26,360 

    退職給付に係る調整累計額 △79,566 △72,320 

    その他の包括利益累計額合計 △86,323 △89,424 

  非支配株主持分 14,349 12,600 

  純資産合計 44,515 180,953 

負債純資産合計 1,961,909 1,787,058 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 

四半期連結損益計算書 

第２四半期連結累計期間 

  

 

                      (単位：百万円) 

                    前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

売上高 1,327,670 1,279,683 

売上原価 1,086,895 1,106,871 

売上総利益 240,775 172,812 

販売費及び一般管理費 211,554 197,973 

営業利益又は営業損失（△） 29,221 △25,161 

営業外収益     

  受取利息 793 449 

  持分法による投資利益 4,054 3,065 

  その他 7,154 6,983 

  営業外収益合計 12,001 10,497 

営業外費用     

  支払利息 11,800 9,968 

  その他 18,636 14,027 

  営業外費用合計 30,436 23,995 

経常利益又は経常損失（△） 10,786 △38,659 

特別利益     

  固定資産売却益 822 300 

  投資有価証券売却益 5,948 1,806 

  訴訟損失引当金戻入額 19,234 2,046 

  受取和解金 － 7,179 

  特別利益合計 26,004 11,331 

特別損失     

  固定資産除売却損 434 802 

  減損損失 2,436 11,121 

  投資有価証券評価損 3 117 

  投資有価証券売却損 77 － 

  事業構造改革費用 5,785 35,302 

  訴訟損失引当金繰入額 － 578 

  解決金 14,382 － 

  特別損失合計 23,117 47,920 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△） 

13,673 △75,248 

法人税、住民税及び事業税 9,090 12,214 

法人税等調整額 △1,215 △4,177 

法人税等合計 7,875 8,037 

四半期純利益又は四半期純損失（△） 5,798 △83,285 

非支配株主に帰属する四半期純利益 1,056 325 

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社
株主に帰属する四半期純損失（△） 

4,742 △83,610 
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四半期連結包括利益計算書 

第２四半期連結累計期間 

  

 

                      (単位：百万円) 

                    前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

四半期純利益又は四半期純損失（△） 5,798 △83,285 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 △515 △241 

  繰延ヘッジ損益 115 △1,852 

  為替換算調整勘定 17,372 △8,571 

  退職給付に係る調整額 10,613 7,207 

  持分法適用会社に対する持分相当額 80 △50 

  その他の包括利益合計 27,665 △3,507 

四半期包括利益 33,463 △86,792 

（内訳）     

  親会社株主に係る四半期包括利益 31,559 △86,711 

  非支配株主に係る四半期包括利益 1,904 △81 
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

  

 

                      (単位：百万円) 

                    前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー     

  
税金等調整前四半期純利益又は税金等調整
前四半期純損失（△） 

13,673 △75,248 

  減価償却費 53,293 38,375 

  受取利息及び受取配当金 △1,580 △1,220 

  支払利息 11,800 9,968 

  固定資産除売却損益（△は益） △388 502 

  減損損失 2,436 11,121 

  投資有価証券売却損益（△は益） △5,871 △1,806 

  事業構造改革費用 5,785 35,302 

  訴訟損失引当金繰入額 － 578 

  訴訟損失引当金戻入額 △19,234 △2,046 

  解決金 14,382 － 

  受取和解金 － △7,179 

  売上債権の増減額（△は増加） △1,386 21,838 

  たな卸資産の増減額（△は増加） △7,245 35,637 

  仕入債務の増減額（△は減少） 32,422 △51,891 

  賞与引当金の増減額（△は減少） △6,864 △1,002 

  その他 △15,817 △52,099 

  小計 75,406 △39,170 

  利息及び配当金の受取額 2,228 1,609 

  利息の支払額 △11,795 △10,021 

  和解金の受取額 － 7,198 

  和解金の支払額 △2,464 △2,147 

  解決金の支払額 △5,584 － 

  法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △21,035 △16,613 

  営業活動によるキャッシュ・フロー 36,756 △59,144 

投資活動によるキャッシュ・フロー     

  定期預金の預入による支出 △21,852 △24,163 

  定期預金の払戻による収入 19,900 21,344 

  
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却
による収入 

－ 1,409 

  有形固定資産の取得による支出 △24,715 △22,705 

  有形固定資産の売却による収入 1,472 4,213 

  投資有価証券の売却による収入 13,863 640 

  その他 △11,349 △8,857 

  投資活動によるキャッシュ・フロー △22,681 △28,119 

財務活動によるキャッシュ・フロー     

  短期借入金の純増減額（△は減少） 4,126 △187,695 

  長期借入金の返済による支出 △13,418 △25,680 

  社債の償還による支出 △101,716 △1,388 

  種類株式の発行による収入 － 224,606 

  その他 △1,034 101 

  財務活動によるキャッシュ・フロー △112,042 9,944 

現金及び現金同等物に係る換算差額 9,711 △4,818 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △88,256 △82,137 

現金及び現金同等物の期首残高 350,634 232,211 

現金及び現金同等物の四半期末残高 262,378 150,074 
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（４）継続企業の前提に関する注記 

  

  該当事項はありません。 

  

（５）セグメント情報等 

  

【セグメント情報】 

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自  平成26年４月１日  至  平成26年９月30日） 

① 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注) 1. セグメント利益の調整額△20,057百万円には、セグメント間取引消去79百万円及び各報告セグメントに配

分していない全社費用△18,294百万円が含まれております。全社費用は、主に基礎的研究開発費及び親会

社の本社管理部門に係る費用であります。 

2. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

② 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

(固定資産に係る重要な減損損失) 

「プロダクトビジネス」セグメントにおいて、収益性が低下し投資額の回収が見込めなくな

ったデジタル情報家電の生産設備等の帳簿価額を、回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失として計上しております。 

なお、当該減損損失の計上額は、当第２四半期連結累計期間においては1,099百万円でありま

す。 

「デバイスビジネス」セグメントにおいて、遊休状態にあり将来使用見込がなくなった電子

デバイスの建物等の帳簿価額を、回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上

しております。 

なお、当該減損損失の計上額は、当第２四半期連結累計期間においては1,337百万円でありま

す。 

  

 

（単位：百万円）

 

プロダクト 

ビジネス 

デバイス 

ビジネス 
計 

調整額 

（注)１ 

四半期連結 

損益計算書 

計上額 

（注)２ 

  
売上高 
  

          

 外部顧客への売上高 803,067 524,603 1,327,670 － 1,327,670 

 セグメント間の内部 
 売上高又は振替高 

52 86,104 86,156 △86,156 － 

計 803,119 610,707 1,413,826 △86,156 1,327,670 

セグメント利益 30,936 18,342 49,278 △20,057 29,221 
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Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自  平成27年４月１日  至  平成27年９月30日） 

① 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注) 1. セグメント利益又は損失の調整額△18,826百万円には、セグメント間取引消去△53百万円及び各報告セグ

メントに配分していない全社費用△17,751百万円が含まれております。全社費用は、主に基礎的研究開発

費及び親会社の本社管理部門に係る費用であります。 

2. セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。 

  

② 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

(固定資産に係る重要な減損損失) 

「プロダクトビジネス」セグメントにおいて、収益性が低下し投資額の回収が見込めなくな

ったデジタル情報家電事業本部とエネルギーシステムソリューション事業本部の事業用資産及

び一部の連結子会社における売却予定の事業用資産等の帳簿価額を、回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として計上しております。 

なお、当該減損損失の計上額は、当第２四半期連結累計期間においては5,343百万円でありま

す。 

「デバイスビジネス」セグメントにおいて、収益性が低下し投資額の回収が見込めなくなっ

たディスプレイデバイス事業統轄の事業用資産及び一部の連結子会社における遊休資産等の帳

簿価額を、回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。 

なお、当該減損損失の計上額は、当第２四半期連結累計期間においては5,778百万円でありま

す。 

  

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 
  

当社は、平成27年６月30日を払込期日とする第三者割当によるＡ種種類株式及びＢ種種類株

式を発行いたしました。この結果、資本金が112,500百万円、資本剰余金が112,500百万円増加

しております。 

また、平成27年６月23日開催の定時株主総会の決議により、平成27年６月30日付で会社法第

447条第１項及び第448条第１項の規定に基づく資本金及び資本準備金の額の減少並びに会社法

第452条の規定に基づく剰余金の処分を行い、欠損を填補いたしました。この結果、資本金が

233,885百万円減少し、資本剰余金が14,104百万円増加しております。 

これらを主因として、前連結会計年度末に比べ、資本金が121,385百万円減少、資本剰余金が

126,510百万円増加し、当第２四半期連結会計期間末においては、資本金が500百万円、資本剰

余金が222,455百万円となっております。 
  

  

 

（単位：百万円）

 

プロダクト 

ビジネス 

デバイス 

ビジネス 
計 

調整額 

（注)１ 

四半期連結 

損益計算書 

計上額 

（注)２ 

  
売上高 
  

          

 外部顧客への売上高 686,613 593,070 1,279,683 － 1,279,683 

 セグメント間の内部 
 売上高又は振替高 

5 41,392 41,397 △41,397 － 

計 686,618 634,462 1,321,080 △41,397 1,279,683 

セグメント利益又は損失(△) 12,134 △18,469 △6,335 △18,826 △25,161 
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（７）重要な後発事象 

  

（セグメント区分の変更） 

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの報告セグメントは、「プロダクトビジ

ネス」及び「デバイスビジネス」の２区分としておりましたが、第３四半期連結累計期間よ

り、「コンシューマーエレクトロニクス」、「エネルギーソリューション」、「ビジネスソリ

ューション」、「電子デバイス」、「ディスプレイデバイス」の５区分に変更することと致し

ました。 

この変更は、平成27年10月１日付で、顧客ニーズや市場の変化に迅速に対応可能な競争力の

ある組織体への変革を実現するために、現在の５つの事業体を母体に、カンパニー制を導入す

ることによるものであります。 

主な変更点として、従来のセグメント区分において「プロダクトビジネス」に含まれていた

各製品は、変更後の区分において、主として「コンシューマーエレクトロニクス」、「エネル

ギーソリューション」、「ビジネスソリューション」に含まれております。また、従来のセグ

メント区分において「デバイスビジネス」に含まれていた各製品は、変更後の区分において、

主として「電子デバイス」、「ディスプレイデバイス」に含まれております。 

  

なお、変更後のセグメント区分によった場合の当第２四半期連結累計期間の報告セグメント

ごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報は以下のとおりであります。 

  
当第２四半期連結累計期間（自  平成27年４月１日  至  平成27年９月30日） 

(注) 1. セグメント利益又は損失の調整額△18,826百万円には、セグメント間取引消去△53百万円及び各報告セグ

メントに配分していない全社費用△17,751百万円が含まれております。全社費用は、主に基礎的研究開発

費及び親会社の本社管理部門に係る費用であります。 

2. セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。 

   3. カンパニー制の導入に伴い、各報告セグメントの外部顧客への売上高、及びセグメント間の内部売上高又

は振替高は各カンパニー別に集計することとなりますが、当第２四半期連結累計期間においては、これら

の数値を集計する仕組みがないため、概算額として各カンパニーで生産している製品別に集計しておりま

す。 

  
  

 

（単位：百万円）

 
コンシューマ

ーエレクトロ

ニクス 

エネルギーソ

リューション

ビジネスソリ

ューション 

電子 

デバイス 

ディスプレイ

デバイス 
計 

調整額 

（注)１ 

四半期連結 

損益計算書 

計上額 

（注)２ 

  

売上高 
  

                

外部顧客への売上高 
(注)３ 

435,560 78,727 172,326 234,554 358,516 1,279,683 － 1,279,683 

セグメント間の内部 
売上高又は振替高 
(注)３ 

△1 3 6 16,681 32,694 49,383 △49,383 － 

計 435,559 78,730 172,332 251,235 391,210 1,329,066 △49,383 1,279,683 

セグメント利益又は
損失(△) 

△1,978 △2,646 16,758 8,024 △26,493 △6,335 △18,826 △25,161 
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５．補足情報 

（１）部門別連結売上高明細表 

  

  
  

 

項     目

前第２四半期 当第２四半期 
前年同期比 連結累計期間 連結累計期間 

(自 平成26年４月１日 (自 平成27年４月１日 

  至 平成26年９月30日)  至 平成27年９月30日) 増 減 金 額 比 率 

     百万円 百万円 百万円 ％ 

        
    デ ジ タ ル 情 報 家 電 211,817 167,341 △44,476 79.0 

      (  16.0％) (  13.0％)   
             
    通                 信 119,520 117,663 △1,857 98.4 

      (  9.0％) (   9.2％)   
             
    健   康   ・   環   境 162,813 150,556 △12,257 92.5 

      (  12.3％) (  11.9％)   
             

  
コ ン シ ュ ー マ ー 

エ レ ク ト ロ ニ ク ス 494,150 435,560 △58,590 88.1 

      (  37.3％) (  34.1％)     
              
  エネルギーソリューション  142,964 78,727 △64,237 55.1 
     (  10.8％) (   6.2％)     
          
  ビジネスソリューション  165,953 172,326 6,373 103.8 
      (  12.4％) (  13.5％)     
              

 プ ロ ダ ク ト ビ ジ ネ ス 803,067 686,613 △116,454 85.5 
      (  60.5％) (  53.8％)     
           
  電  子  デ  バ  イ  ス 137,683 234,554 96,871 170.4 
      (   10.4％) (  18.3％)     
           
  ディスプレイデバイス 386,920 358,516 △28,404 92.7 
      (  29.1％) (  27.9％)     
              
  デ バ イ ス ビ ジ ネ ス 524,603 593,070 68,467 113.1 
      (  39.5％) (  46.2％)     
           
  合                    計 1,327,670 1,279,683 △47,987 96.4 
      ( 100.0％) ( 100.0％)     

内 
  
  
訳 

       
国           内 494,966 388,911 △106,055 78.6 

  (  37.3％) (  30.4％)     
          

海           外 832,704 890,772 58,068 107.0 
  (  62.7％) (  69.6％)     

(注) 1.記載金額は、外部顧客に対する売上高を表示しております。 

    2.第１四半期連結会計期間より、「デジタル情報家電」、「通信」及び「健康・環境」の小計を「コンシュ

ーマーエレクトロニクス」としております。また、「液晶」を「ディスプレイデバイス」に名称変更して

おります。 

3.第１四半期連結会計期間より、「デジタル情報家電」、「通信」の間及び「デジタル情報家電」、「ビジ

ネスソリューション」の間で、含まれる製品を一部見直しております。なお、これに伴い前第２四半期連

結累計期間についても変更後の部門別区分により組替えて表示しております。 
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（２）部門別情報 
報告セグメントである「プロダクトビジネス」及び「デバイスビジネス」の部門別内訳を参考情報として表示
しております。なお、部門別売上高は、セグメント(プロダクトビジネス・デバイスビジネス)間の内部売上高
又は振替高を含んでおります。 

<売上高> 

<セグメント利益又はセグメント損失(△)> 

前 第 ２ 四 半 期 当 第 ２ 四 半 期 

前年 
同期比 

連 結 累 計 期 間 連 結 累 計 期 間 
(自 平成26年４月１日 (自 平成27年４月１日 

  至 平成26年９月30日)   至 平成27年９月30日) 

金  額 構成比 金 額 構成比 

百万円 ％ 百万円 ％ ％ 

デ ジ タ ル 情 報 家 電 211,825 16.0 167,349 13.1 79.0 

通    信 119,568 9.0 117,664 9.2 98.4 

健   康   ・   環   境 162,809 12.2 150,547 11.8 92.5 
コ ン シ ュ ー マ ー 

エ レ ク ト ロ ニ ク ス 494,202 37.2 435,560 34.1 88.1 

エネルギーソリューション 142,958 10.8 78,728 6.1 55.1 

ビジネスソリューション 165,959 12.5 172,330 13.5 103.8 

プ ロ ダ ク ト ビ ジ ネ ス 803,119 60.5 686,618 53.7 85.5 

電  子  デ  バ  イ  ス 149,771 11.3 243,264 19.0 162.4 

ディスプレイデバイス 460,936 34.7 391,198 30.6 84.9 

デ バ イ ス ビ ジ ネ ス 610,707 46.0 634,462 49.6 103.9 

小     計 1,413,826 106.5 1,321,080 103.3 93.4 

調          整    額 △86,156 △6.5 △41,397 △3.3 － 

合       計 1,327,670 100.0 1,279,683 100.0 96.4 

前 第 ２ 四 半 期 当 第 ２ 四 半 期 

前年 
同期比 

連 結 累 計 期 間 連 結 累 計 期 間 
(自 平成26年４月１日 (自 平成27年４月１日 

  至 平成26年９月30日)   至 平成27年９月30日) 

金  額 構成比 金  額 構成比 

百万円 ％ 百万円 ％ ％

デ ジ タ ル 情 報 家 電 348 1.2 △15,021 － － 

通   信 7,189 24.6 10,503 － 146.1 

健   康   ・   環   境 7,757 26.6 2,540 － 32.7 
コ ン シ ュ ー マ ー 

エ レ ク ト ロ ニ ク ス 15,294 52.4 △1,978 － － 

エネルギーソリューション △295 △1.0 △2,646 － － 

ビジネスソリューション 15,937 54.5 16,758 － 105.2 

プ ロ ダ ク ト ビ ジ ネ ス 30,936 105.9 12,134 － 39.2 

電  子  デ  バ  イ  ス △2,465 △8.4 8,024 － － 

ディスプレイデバイス 20,807 71.2 △26,493 － － 

デ バ イ ス ビ ジ ネ ス 18,342 62.8 △18,469 － － 

小    計 49,278 168.7 △6,335 － － 

調    整     額 △20,057 △68.7 △18,826 － － 

合    計 29,221 100.0 △25,161 － － 

(注)  1.第１四半期連結会計期間より、「デジタル情報家電」、「通信」及び「健康・環境」の小計を「コンシュ

ーマーエレクトロニクス」としております。また、「液晶」を「ディスプレイデバイス」に名称変更して

おります。 

2.第１四半期連結会計期間より、「デジタル情報家電」、「通信」の間及び「デジタル情報家電」、「ビジ

ネスソリューション」の間で、含まれる製品を一部見直しております。なお、これに伴い前第２四半期連

結累計期間についても変更後の部門別区分により組替えて表示しております。
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